
JESC E3001（2000）「フライダクトのダクト材料」の定期確認に関する技術評価書（案） 

令和 3年 12 月 14 日 

日本電気技術規格委員会 

需要設備専門部会により定期確認された JESC E3001(2000)（以下「JESC 規格」とい

う。）の民間規格のリスト化に当たり、令和 2年 7月 17 日に公示された国の内規（民間規

格評価機関の評価・承認による民間規格等の電気事業法に基づく技術基準（電気設備に関

するもの）への適合性確認のプロセスについて）に基づき技術評価を実施した。 

Ⅰ.JESC E3001(2000)に関する技術評価書 

技術評価の要件 

(民間規格評価機関の要件 2.(3)⑥より) 

評価 確認内容 

１．関係する省令基準及び基準解釈の条

文は何か。 

― ①関係する省令基準 

・第 56 条（配線の感電又は火災の防

止）第 1項、第 2項 

・第 57 条（配線の使用電線）第 1項 

・第 63 条（過電流からの低圧幹線等

の保護措置）第 1項 

②関係する基準解釈 

・第 172 条（特殊な配線等の施設）第

2項第三号イ 

２．規定内容が明確かつ実現可能で、規

格体系として成立するものであるか。 

○ ①JESC 規格は、「適用範囲」、「技術

的規定」を明確に規定し、加えて規格

の作成に参加した専門家である委員

名簿を掲載しており、規格の体系とし

て成立している。 

②「適用範囲」は、フライダクトのダ

クト材料に適用することを明確に規

定している。 

③「技術的規定」は、使用するダクト

の材質は金属製であること、また、ダ

クトの厚さは、金属の種類（アルミニ

ウム合金板やステンレス鋼板など）の

引張強さに基づき適正な厚さを計算

できるよう規定している。 

以上を踏まえ、JESC 規格の内容は、明

確かつ実現可能な内容となっており



技術評価の要件 

(民間規格評価機関の要件 2.(3)⑥より) 

評価 確認内容 

規格体系として成立している。

３．関連する技術の動向及び最新知見を参

照・考慮しているか。 

○ 需要設備専門部会の定期確認にお

いて、JESC 規格が引用している JIS規

格の改定状況及び技術的根拠等の変

化について確認しており、技術的に問

題ないとしている。 

４．関係法令に基づく技術基準に抵触しな

いものであるか。 

○ 表 1の「適合性確認」に示すとおり、

関連する電技省令に適合し、技術基準

に抵触していない。

５．その他民間規格等の内容に応じ、保安

に係る必要な確認項目を満たしているか。

○ JESC 規格の解説において、規格の

制定経緯、制定根拠を示し、フライダ

クト材料の保安に関する必要な確認

がなされている。



表 1 JESC E3001 に関する省令基準等との適合性確認 

関連する省令基準 評価項目 適合性の確認 

（配線の感電又は火災の防止） 

第 56 条 配線は、施設場所の状況及び電圧に応

じ、感電又は火災のおそれがないように施設し

なければならない。 

2 移動電線を電気機械器具と接続する場合

は、接続不良による感電又は火災のおそれがな

いように施設しなければならない。 

・JESC 規格のフライダクトの

ダクト材料の施設は、関連す

る電技省令に適合するもの

か。 

関連する省令基準に適合。 

・関連する電技省令に対し、当該 JESC 規格は、電

技解釈第 172 条第 2 項第二号に規定されている。

・舞台設備機構による屋内配線は、適切な絶縁性能

を有する電線の使用し、電線が損傷しないように

施設することを電技解釈で規定している。 

・電線の接続は、電技解釈の規定により適切に行う

こととしている。 

・当該 JESC 規格では、フライダクト（舞台用の照

明設備に電気を供給するためのダクト）の材料に

ついて、堅ろう、かつ、材料の引張強さに応じ、

適切な厚さのものが選定できるよう規定してい

る。 

・また、舞台設備機構では、適正な個所に過電流遮

断器を施設され、電路の保護がなされている。 

・なお、当該 JESC 規格は、2000 年に作成され、2001

年に電技解釈第 172 条に引用されている。今回の

需要設備専門部会による定期確認で「技術的規

定」の変更はなく、規定の内容も妥当と判断され

ている。

・以上を踏まえ、関連する省令基準に適合すると評

価した。 

（配線の使用電線） 

第 57 条 配線の使用電線（裸電線及び特別高圧

で使用する接触電線を除く。）には、感電又は

火災のおそれがないよう、施設場所の状況及び

電圧に応じ、使用上十分な強度及び絶縁性能を

有するものでなければならない。

（過電流からの低圧幹線等の保護措置） 

第 63 条 低圧の幹線、低圧の幹線から分岐して

電気機械器具に至る低圧の電路及び引込口から

低圧の幹線を経ないで電気機械器具に至る低圧

の電路（以下この条において「幹線等」という。）

には、適切な箇所に開閉器を施設するとともに、

過電流が生じた場合に当該幹線等を保護できる

よう、過電流遮断器を施設しなければならない。

ただし、当該幹線等における短絡事故により過電

流が生じるおそれがない場合は、この限りでな

い。 



JESC E6001（2011）「バスダクト工事による低圧屋上電線路の施設」の定期確認に関する

技術評価書（案） 

令和 3年 12 月 14 日 

日本電気技術規格委員会 

需要設備専門部会により定期確認された JESC E6001(2011)（以下「JESC 規格」とい

う。）の民間規格のリスト化に当たり、令和 2年 7月 17 日に公示された国の内規（民間規

格評価機関の評価・承認による民間規格等の電気事業法に基づく技術基準（電気設備に関

するもの）への適合性確認のプロセスについて）に基づき技術評価を実施した。 

Ⅰ.JESC E6001(2011)に関する技術評価書 

技術評価の要件 

(民間規格評価機関の要件 2.(3)⑥より) 

評価 確認内容 

１．関係する省令基準及び基準解釈の条

文は何か。 

― ①関係する省令基準 

・第 20 条（電線路等の感電又は火災

の防止） 

・第 28 条（電線の混触の防止） 

・第 29 条（電線による他の工作物等

への危険の防止） 

・第 30 条（地中電線等による他の電

線及び工作物への危険の防止） 

・第 37 条（屋内電線路等の施設の禁

止） 

②関係する基準解釈 

・第 113 条（低圧屋上電線路の施設）

第 2項第三号イ 

２．規定内容が明確かつ実現可能で、規

格体系として成立するものであるか。 

○ ①JESC 規格は、「適用範囲」、「技術

的規定」を明確に規定し、規格の作成

に参加した専門家である委員名簿を

掲載しており、規格の体系として成立

している。 

②「適用範囲」は、バスダクト工事に

よる低圧屋上電線路の施設について

適用することを明確に規定している。

③「技術的規定」では、バスダクト工

事による低圧屋上電線路の施設方法

に加え、バスダクトに要求する防水性

能は JIS を引用して規定し、具体的か



技術評価の要件 

(民間規格評価機関の要件 2.(3)⑥より) 

評価 確認内容 

つ実現可能な内容となっている。 

以上を踏まえ、JESC 規格の内容は、明

確かつ実現可能な内容となっており

規格体系として成立している。

３．関連する技術の動向及び最新知見を参

照・考慮しているか。 

○ 需要設備専門部会の定期確認にお

いて、JESC 規格が引用している JIS規

格の改定状況及び技術的根拠等の変

化について確認しており、技術的に問

題ないとしている。

４．関係法令に基づく技術基準に抵触しな

いものであるか。 

○ 表 1の「適合性確認」に示すとおり、

関連する電技省令に適合し、技術基準

に抵触していない。

５．その他民間規格等の内容に応じ、保安

に係る必要な確認項目を満たしているか。

○ JESC 規格の解説において、規格の

制定経緯、制定根拠を示し、バスダク

ト工事による保安に関する必要な確

認がなされている。



表 1 JESC E6001 に関する省令基準等との適合性確認 

関連する省令基準 評価項目 適合性の確認 

（電線路等の感電又は火災の防止） 

第 20 条 電線路又は電車線路は、施設場所の状

況及び電圧に応じ、感電又は火災のおそれがな

いように施設しなければならない。

・JESC 規格のバスダクト工事

による低圧屋上電線路の施設

は、関連する電技省令に適合

するものか。 

関連する省令基準に適合。 

・関連する電技省令に対し、当該 JESC 規格は、電

技解釈第 113 条第 2 項第三号に規定されている。

・当該 JESC 規格のバスダクト工事による低圧屋上

電線路は、取扱者以外の者が直接触れないように

施設することとし、屋外への施設を考慮し、バス

ダクトは JIS に規定する防水性能を有するもの

を施設することとなっている。 

・電技解釈では、屋上電線路は構内に施設すること

としており、他の電線、工作物、植物と接触しな

いよう離隔距離が設けられている。 

・なお、当該 JESC 規格は、2011 年に改定が行われ、

2012 年に電技解釈第 113 条に引用されている。

今回の需要設備専門部会による定期確認で「技術

的規定」の変更はなく、規定の内容も妥当と判断

されている。

・以上を踏まえ、関連する省令基準に適合すると評

価した。 

（電線の混触の防止） 

第 28 条 電線路の電線、電力保安通信線又は電

車線等は、他の電線又は弱電流電線等と接近

し、若しくは交さする場合又は同一支持物に施

設する場合には、他の電線又は弱電流電線等を

損傷するおそれがなく、かつ、接触、断線等に

よって生じる混触による感電又は火災のおそれ

がないように施設しなければならない。

（電線による他の工作物等への危険の防止） 

第 29 条 電線路の電線又は電車線等は、他の工

作物又は植物と接近し、又は交さする場合に

は、他の工作物又は植物を損傷するおそれがな

く、かつ、接触、断線等によって生じる感電又

は火災のおそれがないように施設しなければな

らない。

（地中電線等による他の電線及び工作物への危

険の防止） 

第 30 条 地中電線、屋側電線及びトンネル内電

線その他の工作物に固定して施設する電線は、

他の電線、弱電流電線等又は管（他の電線等と

いう。以下この条において同じ。）と接近し、



関連する省令基準 評価項目 適合性の確認 

又は交さする場合には、故障時のアーク放電に

より他の電線等を損傷するおそれがないように

施設しなければならない。ただし、感電又は火

災のおそれがない場合であって、他の電線等の

管理者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

（屋内電線路等の施設の禁止） 

第 37 条 屋内を貫通して施設する電線路、屋側

に施設する電線路、屋上に施設する電線路又は

地上に施設する電線路は、当該電線路より電気

の供給を受ける者以外の者の構内に施設しては

ならない。ただし、特別の事情があり、かつ、

当該電線路を施設する造営物（地上に施設する

電線路にあっては、その土地。）の所有者又は

占有者の承諾を得た場合は、この限りでない。 



JESC E6002（2011）「バスダクト工事による 300V を超える低圧屋側配線又は屋外配線の施

設」の定期確認に関する技術評価書（案） 

令和 3年 12 月 14 日 

日本電気技術規格委員会 

需要設備専門部会により定期確認された JESC E6002(2011)（以下「JESC 規格」とい

う。）の民間規格のリスト化に当たり、令和 2年 7月 17 日に公示された国の内規（民間規

格評価機関の評価・承認による民間規格等の電気事業法に基づく技術基準（電気設備に関

するもの）への適合性確認のプロセスについて）に基づき技術評価を実施した。 

Ⅰ.JESC E6002(2011)に関する技術評価書 

技術評価の要件 

(民間規格評価機関の要件 2.(3)⑥より) 

評価 確認内容 

１．関係する省令基準及び基準解釈の条

文は何か。 

― ①関係する省令基準 

・第 56 条（配線の感電又は火災の防

止）第 1項 

・第 57 条（配線の使用電線）第 1項 

・第 63 条（過電流からの低圧幹線等

の保護措置）第 1項 

②関係する基準解釈 

・第 166 条（低圧の屋側配線又は屋外

配線の施設）第 1項第六号ハ 

２．規定内容が明確かつ実現可能で、規

格体系として成立するものであるか。 

○ ①JESC 規格は、「適用範囲」、「技術

的規定」を明確に規定し、規格の作成

に参加した専門家である委員名簿を

掲載しており、規格の体系として成立

している。 

②「適用範囲」は、バスダクト工事に

よる 300V 超過の低圧の屋側配線及び

屋外配線の施設について適用するこ

とを明確に規定している。 

③「技術的規定」は、バスダクト工事

による 300V 超過の低圧の屋側配線及

び屋外配線の施設方法に加え、バスダ

クトに要求する防水性能は JIS を引

用して規定し、具体的かつ実現可能な

内容となっている。 



技術評価の要件 

(民間規格評価機関の要件 2.(3)⑥より) 

評価 確認内容 

以上を踏まえ、JESC 規格の内容は、明

確かつ実現可能な内容となっており

規格体系として成立している。

３．関連する技術の動向及び最新知見を参

照・考慮しているか。 

○ 需要設備専門部会の定期確認にお

いて、JESC 規格が引用している JIS規

格の改定状況及び技術的根拠等の変

化について確認しており、技術的に問

題ないとしている。

４．関係法令に基づく技術基準に抵触しな

いものであるか。 

○ 表 1の「適合性確認」に示すとおり、

関連する電技省令に適合し、技術基準

に抵触していない。

５．その他民間規格等の内容に応じ、保安

に係る必要な確認項目を満たしているか。

○ JESC 規格の解説において、規格の

制定経緯、制定根拠を示し、バスダク

ト工事の保安に関する必要な確認が

なされている。



表 1 JESC E6002 に関する省令基準等との適合性確認 

関連する省令基準 評価項目 適合性の確認 

（配線の感電又は火災の防止） 

第 56 条 配線は、施設場所の状況及び電圧に応

じ、感電又は火災のおそれがないように施設し

なければならない。

・JESC 規格のバスダクト工事

による 300V 超過の低圧屋側配

線又は屋外配線の施設は、関

連する電技省令に適合するも

のか。 

関連する省令基準に適合。 

・関連する電技省令に対し、当該 JESC 規格は、電

技解釈第 166 条第 1 項第六号に規定されている。

・使用電圧 300V 超過のバスダクト工事による低圧

屋側配線、屋外配線は、取扱者以外の者が直接触

れないように施設することとし、屋外への施設を

想定し、バスダクトは JIS に規定する防水性能を

有するものを施設することとなっている。 

・また、バスダクト工事には、適正な個所に過電流

遮断器を施設され、電路の保護がなされている。

・なお、当該 JESC 規格は、2011 年に改定が行われ、

2012 年に電技解釈第 166 条に引用されている。

今回の需要設備専門部会による定期確認で「技術

的規定」の変更はなく、規定の内容も妥当と判断

されている。

・以上を踏まえ、関連する省令基準に適合すると評

価した。 

（配線の使用電線） 

第 57 条 配線の使用電線（裸電線及び特別高圧

で使用する接触電線を除く。）には、感電又は

火災のおそれがないよう、施設場所の状況及び

電圧に応じ、使用上十分な強度及び絶縁性能を

有するものでなければならない。

（過電流からの低圧幹線等の保護措置） 

第 63 条 低圧の幹線、低圧の幹線から分岐して

電気機械器具に至る低圧の電路及び引込口から

低圧の幹線を経ないで電気機械器具に至る低圧

の電路（以下この条において「幹線等」という。）

には、適切な箇所に開閉器を施設するとともに、

過電流が生じた場合に当該幹線等を保護できる

よう、過電流遮断器を施設しなければならない。

ただし、当該幹線等における短絡事故により過電

流が生じるおそれがない場合は、この限りでな

い。 



JESC E6003（2016）「興行場に施設する使用電圧が 300V を超える低圧の舞台機構設備の配

線」の定期確認に関する技術評価書（案） 

令和 3年 12 月 14 日 

日本電気技術規格委員会 

需要設備専門部会により定期確認された JESC E6003(2016)（以下「JESC 規格」とい

う。）の民間規格のリスト化に当たり、令和 2年 7月 17 日に公示された国の内規（民間規

格評価機関の評価・承認による民間規格等の電気事業法に基づく技術基準（電気設備に関

するもの）への適合性確認のプロセスについて）に基づき技術評価を実施した。 

Ⅰ.JESC E6003(2016)に関する技術評価書 

技術評価の要件 

(民間規格評価機関の要件 2.(3)⑥より) 

評価 確認内容 

１．関係する省令基準及び基準解釈の条

文は何か。 

― ①関係する省令基準 

・第 56 条（配線の感電又は火災の防

止）第 1項、第 2項 

・第 57 条（配線の使用電線）第 1項 

・第 63 条（過電流からの低圧幹線等

の保護措置）第 1項 

②関係する基準解釈 

・第 172 条（特殊な配線等の施設）第

2項第二号 

２．規定内容が明確かつ実現可能で、規

格体系として成立するものであるか。 

○ ①JESC 規格は、「適用範囲」、「技術

的規定」を明確に規定し、規格の作成

に参加した専門家である委員名簿を

掲載しており、規格の体系として成立

している。 

②「適用範囲」は、興行場における使

用電圧 300V 超過の低圧の舞台機構設

備の屋内配線に適用することを明確

に規定している。 

③「技術的規定」は、興行場における

屋内配線、移動電線の施設方法につい

て具体的に規定し、実現可能な内容と

なっている。 

以上を踏まえ、JESC 規格の内容は、明

確かつ実現可能な内容となっており



技術評価の要件 

(民間規格評価機関の要件 2.(3)⑥より) 

評価 確認内容 

規格体系として成立している。

３．関連する技術の動向及び最新知見を参

照・考慮しているか。 

○ 需要設備専門部会の定期確認にお

いて、JESC 規格が引用している JIS規

格の改定状況及び技術的根拠等の変

化について確認しており、技術的に問

題ないとしている。

４．関係法令に基づく技術基準に抵触しな

いものであるか。 

○ 表 1の「適合性確認」に示すとおり、

関連する電技省令に適合し、技術基準

に抵触していない。

５．その他民間規格等の内容に応じ、保安

に係る必要な確認項目を満たしているか。

○ JESC 規格の解説において、規格の

制定経緯、制定根拠を示し、興行場の

電気設備の施設において保安に関す

る必要な確認がなされている。



表 1 JESC E6003 に関する省令基準等との適合性確認 

関連する省令基準 評価項目 適合性の確認 

（配線の感電又は火災の防止） 

第 56 条 配線は、施設場所の状況及び電圧に応

じ、感電又は火災のおそれがないように施設し

なければならない。

2 配線には、裸電線を使用してはならない。

ただし、施設場所の状況及び電圧に応じ、使用

上十分な強度を有し、かつ、絶縁性がないこと

を考慮して、配線が感電又は火災のおそれがな

いように施設する場合は、この限りでない。 

・JESC 規格の使用電圧 300V 超

過の低圧舞台機構設備の配線

は、関連する電技省令に適合す

るものか。 

関連する省令基準に適合。 

・関連する電技省令に対し、当該 JESC 規格は、電

技解釈第 172 条第 2 項第二号に規定されている。

・使用電圧 300V 超過の低圧舞台機構設備の施設に

あっては、配線及び移動電線は、絶縁性能を有す

るものを使用し、取扱者以外の者が直接触れない

ように施設することとしている。 

・舞台機構の施設は、適正な個所に過電流遮断器を

施設され、電線の保護がなされている。 

・なお、当該 JESC 規格は、2016 年に改定が行われ、

2017 年に電技解釈第 172 条に引用されている。

今回の需要設備専門部会による定期確認で「技術

的規定」の変更はなく、規定の内容も妥当と判断

されている。

・以上を踏まえ、関連する省令基準に適合すると評

価した。 

（配線の使用電線） 

第 57 条 配線の使用電線（裸電線及び特別高圧

で使用する接触電線を除く。）には、感電又は

火災のおそれがないよう、施設場所の状況及び

電圧に応じ、使用上十分な強度及び絶縁性能を

有するものでなければならない。

（過電流からの低圧幹線等の保護措置） 

第 63 条 低圧の幹線、低圧の幹線から分岐して

電気機械器具に至る低圧の電路及び引込口から

低圧の幹線を経ないで電気機械器具に至る低圧

の電路（以下この条において「幹線等」という。）

には、適切な箇所に開閉器を施設するとともに、

過電流が生じた場合に当該幹線等を保護できる

よう、過電流遮断器を施設しなければならない。

ただし、当該幹線等における短絡事故により過電

流が生じるおそれがない場合は、この限りでな

い。 



JESC E6004（2001）「コンクリート直天井面における平形保護層工事」の定期確認に関す

る技術評価書（案） 

令和 3年 12 月 14 日 

日本電気技術規格委員会 

需要設備専門部会により定期確認された JESC E6004(2001)（以下「JESC 規格」とい

う。）の民間規格のリスト化に当たり、令和 2年 7月 17 日に公示された国の内規（民間規

格評価機関の評価・承認による民間規格等の電気事業法に基づく技術基準（電気設備に関

するもの）への適合性確認のプロセスについて）に基づき技術評価を実施した。 

Ⅰ.JESC E6004(2001)に関する技術評価書 

技術評価の要件 

(民間規格評価機関の要件 2.(3)⑥より) 

評価 確認内容 

１．関係する省令基準及び基準解釈の条

文は何か。 

― ①関係する省令基準 

・第 56 条（配線の感電又は火災の防

止）第 1項、第 2項 

・第 57 条（配線の使用電線）第 1項 

・第 64 条（地絡に対する保護措置） 

②関係する基準解釈 

・第 165条（特殊な低圧屋内配線工事）

第 4項第二号イ 

２．規定内容が明確かつ実現可能で、規

格体系として成立するものであるか。 

○ ①JESC 規格は、「適用範囲」、「技術

的規定」を明確に規定し、規格の作

成に参加した専門家である委員名

簿を掲載しており、規格の体系とし

て成立している。 

②「適用範囲」は、平形保護層工事に

よるコンクリート直天井面へ施設

する低圧屋内配線の施設について

適用することを明確に規定してい

る。 

③「技術的規定」は、平形保護層工事

によるコンクリート直天井面へ施

設する低圧屋内配線の施設につい

て、施設場所、過電流遮断器、漏電

遮断器の施設、接続器の施設などを

具体的に規定し、実現可能な内容と

なっている。 



技術評価の要件 

(民間規格評価機関の要件 2.(3)⑥より) 

評価 確認内容 

以上を踏まえ、JESC 規格の内容は、明

確かつ実現可能な内容となっており

規格体系として成立している。

３．関連する技術の動向及び最新知見を参

照・考慮しているか。 

○ 需要設備専門部会の定期確認にお

いて、JESC 規格が引用している JIS規

格の改定状況及び技術的根拠等の変

化について確認しており、技術的に問

題ないとしている。

４．関係法令に基づく技術基準に抵触しな

いものであるか。 

○ 表 1の「適合性確認」に示すとおり、

関連する電技省令に適合し、技術基準

に抵触していない。

５．その他民間規格等の内容に応じ、保安

に係る必要な確認項目を満たしているか。

○ JESC 規格の解説において、規格の

制定経緯、制定根拠を示し、平形保護

層工事の施設の保安に関する必要な

確認がなされている。



表 1 JESC E6004 に関する省令基準等との適合性確認 

関連する省令基準 評価項目 適合性の確認 

（配線の感電又は火災の防止） 

第 56 条 配線は、施設場所の状況及び電圧に応

じ、感電又は火災のおそれがないように施設し

なければならない。

2 配線には、裸電線を使用してはならない。

ただし、施設場所の状況及び電圧に応じ、使用

上十分な強度を有し、かつ、絶縁性がないこと

を考慮して、配線が感電又は火災のおそれがな

いように施設する場合は、この限りでない。 

・JESC 規格のコンクリート直

天井面における平形保護層工

事は、関連する電技省令に適

合するものか。 

関連する省令基準に適合。 

・関連する電技省令に対し、当該 JESC 規格は、電

技解釈第 165 条第 4 項第二号イに規定されてい

る。 

・JESC 規格では、平形保護層工事に使用する平形保

護層絶縁電線は、電気用品安全法に適合するもの

を使用することから、十分な強度、絶縁性能を有

するものとなっている。

・地絡保護として地絡保護装置を施設し、過電流保

護には、過電流遮断器を施設することになってい

る。 

・なお、当該 JESC 規格は、2002 年に電技解釈第 165

条に引用され、今回の需要設備専門部会による定

期確認でも「技術的規定」の変更はなく、規定の

内容も妥当と判断されている。

・以上を踏まえ、関連する省令基準に適合すると評

価した。 

（配線の使用電線） 

第 57 条 配線の使用電線（裸電線及び特別高圧

で使用する接触電線を除く。）には、感電又は

火災のおそれがないよう、施設場所の状況及び

電圧に応じ、使用上十分な強度及び絶縁性能を

有するものでなければならない。

（地絡に対する保護措置） 

第 64 条 ロードヒーティング等の電熱装置、プ

ール用水中照明灯その他の一般公衆の立ち入る

おそれがある場所又は絶縁体に損傷を与えるお

それがある場所に施設するものに電気を供給す

る電路には、地絡が生じた場合に、感電又は火災

のおそれがないよう、地絡遮断器の施設その他

の適切な措置を講じなければならない。



JESC E6005（2003）「石膏ボード等の天井面・壁面における平形保護層工事」の定期確認

に関する技術評価書（案） 

令和 3年 12 月 14 日 

日本電気技術規格委員会 

需要設備専門部会により定期確認された JESC E6005(2003)（以下「JESC 規格」とい

う。）の民間規格のリスト化に当たり、令和 2年 7月 17 日に公示された国の内規（民間規

格評価機関の評価・承認による民間規格等の電気事業法に基づく技術基準（電気設備に関

するもの）への適合性確認のプロセスについて）に基づき技術評価を実施した。 

Ⅰ.JESC E6005(2003)に関する技術評価書 

技術評価の要件 

(民間規格評価機関の要件 2.(3)⑥より) 

評価 確認内容 

１．関係する省令基準及び基準解釈の条

文は何か。 

― ①関係する省令基準 

・第 56 条（配線の感電又は火災の防

止）第 1項、第 2項 

・第 57 条（配線の使用電線）第 1項 

・第 64 条（地絡に対する保護措置） 

②関係する基準解釈 

・第 165条（特殊な低圧屋内配線工事）

第 4項第二号ロ 

２．規定内容が明確かつ実現可能で、規

格体系として成立するものであるか。 

○ ①JESC 規格は、「適用範囲」、「技術

的規定」を明確に規定し、規格の作

成に参加した専門家である委員名

簿を掲載しており、規格の体系とし

て成立している。 

②「適用範囲」は、平形保護層工事に

よる低圧屋内配線の施設について

適用することを明確に規定してい

る。 

③「技術的規定」は、平形保護層工事

による石膏ボード等の天井面・壁面

へ施設する低圧屋内配線の施設に

ついて、施設場所、過電流遮断器、

漏電遮断器の施設、接続器の施設な

どを具体的に規定し、実現可能な内

容となっている。 



技術評価の要件 

(民間規格評価機関の要件 2.(3)⑥より) 

評価 確認内容 

以上を踏まえ、JESC 規格の内容は、明

確かつ実現可能な内容となっており

規格体系として成立している。

３．関連する技術の動向及び最新知見を参

照・考慮しているか。 

○ 需要設備専門部会の定期確認にお

いて、JESC 規格が引用している JIS規

格の改定状況及び技術的根拠等の変

化について確認しており、技術的に問

題ないとしている。

４．関係法令に基づく技術基準に抵触しな

いものであるか。 

○ 表 1の「適合性確認」に示すとおり、

関連する電技省令に適合し、技術基準

に抵触していない。

５．その他民間規格等の内容に応じ、保安

に係る必要な確認項目を満たしているか。

○ JESC 規格の解説において、規格の

制定経緯、制定根拠を示し、平形保護

層工事の施設における保安に関する

必要な確認がなされている。



表 1 JESC E6005 に関する省令基準等との適合性確認 

関連する省令基準 評価項目 適合性の確認 

（配線の感電又は火災の防止） 

第 56 条 配線は、施設場所の状況及び電圧に応

じ、感電又は火災のおそれがないように施設し

なければならない。

2 配線には、裸電線を使用してはならない。

ただし、施設場所の状況及び電圧に応じ、使用

上十分な強度を有し、かつ、絶縁性がないこと

を考慮して、配線が感電又は火災のおそれがな

いように施設する場合は、この限りでない。 

・JESC 規格の石膏ボード等の

天井面・壁面における平形保

護層工事は、関連する電技省

令に適合する内容となってい

るか。 

関連する省令基準に適合。 

・関連する電技省令に対し、当該 JESC 規格は、電

技解釈第 165 条第 4 項第二号ロに規定されてい

る。 

・JESC 規格では、平形保護層工事に使用する平形保

護層絶縁電線は、電気用品安全法に適合するもの

を使用し、十分な強度、絶縁性能を有するものと

なっている。

・地絡保護として地絡保護装置を施設し、過電流保

護には、過電流遮断器を施設することになってい

る。 

・当該 JESC 規格による平形保護層工事は、住宅の

石こうボードに施設するため、平形保護層絶縁電

線の両面に機械的保護層と接地用保護装置を施

設することとしている。 

・平形保護層絶縁電線には、人が容易に触れるおそ

れがないよう施設することとし、感電又は火災の

おそれがないように施設するよう規定されてい

る。 

・なお、当該 JESC 規格は、2004 年に電技解釈第 165

条に引用され、今回の需要設備専門部会による定

期確認でも「技術的規定」の変更はなく、規定の

内容も妥当と判断されている。

・以上を踏まえ、関連する省令基準に適合すると評

価した。 

（配線の使用電線） 

第 57 条 配線の使用電線（裸電線及び特別高圧

で使用する接触電線を除く。）には、感電又は

火災のおそれがないよう、施設場所の状況及び

電圧に応じ、使用上十分な強度及び絶縁性能を

有するものでなければならない。

（地絡に対する保護措置） 

第 64 条 ロードヒーティング等の電熱装置、プ

ール用水中照明灯その他の一般公衆の立ち入る

おそれがある場所又は絶縁体に損傷を与えるお

それがある場所に施設するものに電気を供給す

る電路には、地絡が生じた場合に、感電又は火災

のおそれがないよう、地絡遮断器の施設その他

の適切な措置を講じなければならない。



技術評価書の添付資料 

添付資料Ⅰ 日本電気技術規格委員会 委員名簿（第 114 回 JESC 資料№1-1 より） 

添付資料Ⅱ 民間規格等作成機関資料（第 114 回 JESC 資料№4-1（電気設備の技術基準

の解釈に引用されている JESC 規格の内容確認に関する報告について）より） 



日本電気技術規格委員会 委員名簿（令和 3年 12 月 14 日現在） 

区分 委員名 勤務先 所属 

委員長 横山 明彦 東京大学 大学院工学系研究科 教授 

委員長

代理 

大崎 博之 東京大学 大学院新領域創成科学研究科 

先端エネルギー工学専攻 教授 

委員 金子 祥三 東京大学 生産技術研究所 研究顧問 

委員 井上 俊雄 一般財団法人電力中央研究所 研究アドバイザー 

委員 國生 剛治 中央大学 名誉教授 

委員 野本 敏治 東京大学 名誉教授 

委員 望月 正人 大阪大学 大学院工学研究科 マテリアル生

産科学専攻 教授 

委員 横倉 尚 武蔵大学 名誉教授 

委員 吉川 榮和 京都大学 名誉教授 

委員 今井 澄江 神奈川県消費者の会連絡会 理事 

委員 大河内 美保 主婦連合会 監査 

委員 菅 弘史郎 電気事業連合会 立地電源環境部 部長（保安担当）

委員 山本 竜太郎 東京電力ホールディングス株式会社 常務執行役 

委員 川北 浩司 中部電力パワーグリッド株式会社 フェロー（電力技術） 

委員 髙市 和明 関西電力送配電株式会社 常務執行役員 

委員 足立 健治 電源開発株式会社 水力発電部 部長代理 

委員 礒 敦夫 一般社団法人日本電機工業会 技術戦略推進部 部長 

委員 横山 繁嘉寿 一般社団法人日本電線工業会 技術部長 

委員 阿部 達也 一般社団法人日本配線システム工業会 専務理事 

委員 本多 隆 電気保安協会全国連絡会 事務局長 

委員 石井 勝則 全国電気管理技術者協会連合会 専務理事 

委員 西村 松次 一般社団法人日本電設工業協会 副会長 技術・安全委員長 

委員 松橋 幸雄 全日本電気工事業工業組合連合会 常任理事 

委員 松村 徹 一般社団法人日本電力ケーブル接続技

術協会 

専務理事 

委員 藤原 昇 一般社団法人電気学会 専務理事・事務局長 

委員 花井 誠 一般社団法人日本機械学会 発電用設備規格担当 

委員 都筑 秀明 一般社団法人日本電気協会 技術部長 

委員 森本 正岳 一般社団法人電気設備学会 副会長 

委員 鶴崎 将弘 一般社団法人日本ガス協会 エネルギーシステム企画グループ

副部長 

委員 中澤 治久 一般社団法人火力原子力発電技術協会 専務理事 

nagano
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区分 委員名 勤務先 所属 

委員 爾見 豊 一般財団法人発電設備技術検査協会 常務理事 

委員 大岡 紀一 一般社団法人日本非破壊検査協会 顧問 

委員 渡邊 道夫 一般社団法人日本溶接協会 事業部 

委員 川原 修司 一般社団法人電力土木技術協会 専務理事 

委員 吉村 光弘 一般社団法人日本風力発電協会 技術第二部長 

委員 山谷 宗義 一般社団法人太陽光発電協会 事務局長 

委員 北林 雅之 一般社団法人日本内燃力発電設備協会 技術部 担当部長 

委員 加曽利 久夫 日本電気計器検定所 理事 検定管理部長 

委員 鷲津 雅也 一般財団法人電気工事技術講習センタ

ー 

業務部長 

顧問 関根 泰次 東京大学 名誉教授 

顧問 日髙 邦彦 東京電機大学 大学院工学研究科 電気電子工学

専攻 特別専任教授 
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